いつまで続く『不況は人災です！』

立命館大学経済学部　松尾 匡　

[image: image1.wmf]http://matsuo-tadasu.ptu.jp/　

松尾匡『不況は人災です！──みんなで元気になる経済学・入門』筑摩書房、本体1600円

(出版社の宣伝文)

いつクビになるかと不安な人々、就職難にあえぐ若者たち……。デフレ不況で元気をなくした平成ニッポン。どうすればいい？　世界標準の新理論で、処方箋を提示する。
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I　景気は大事　　　　　　資料1-1　犯罪率と失業率は動きが合う

[image: image22..pict]資料1-2　殺人認知件数の推移

資料1-3　トレンド除去後の殺人認知件数と完全失業率

[image: image23..pict]　やはり、失業率の動きにあっている。

[image: image24..pict]資料1-4　犯罪少年数は高卒求人倍率と逆に動く

[image: image25..pict]資料1-5　女性の性器クラミジア報告数は女性完全失業率と動きが合う(淋病も)

[image: image26..pict]資料1-6　男性自殺率は男性失業率と動きが合う
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資料1-7　離婚率は失業率に先行して動く（景気にすばやく反応する）

[image: image28..pict]資料1-8　景気拡大時06年11月5日の日経記事

フリーター、ニート問題は不況が原因だった。

[image: image29..pict]　資料1-9　実質就職率の動き

II　新しい古典派とケインジアンの経済政策

[image: image30..pict]
・完全雇用の生産＝経済の「天井」
　　↑生産能力で決まる。

・現実の生産：失業が存在し得る
　　↑総需要で決まる。

新しい古典派の経済政策

＝「天井」の成長を高める政策

　効率化→不要な労働を浮かせる→もっと必要なところに労働を再配分

　ex) 小泉「構造改革」

(★ 不完全雇用下では：不要な労働を浮かせる→失業増加)

ケインジアンの経済政策＝総需要を高める政策→現実の生産を天井に近づける

旧ケインジアンの認識：

　価格や賃金は硬直的（売れ残り・失業があっても下がらない）

　∴ 売れ残り・失業がなくならない。→政府支出増加で需要を作れ。

↑

新しい古典派による批判：

　価格や賃金が下がれば売れ残り・失業はなくなる。∴ 組合攻撃、規制緩和

　人々が将来のことを予想して行動すると、総需要拡大政策の効果はなくなる

1980年代ぐらいに席巻

新しいケインズ理論：90年代以降広まりだす。新しい古典派の方法丸呑み。

「価格や賃金は動く。人々は将来のことを予想して行動する。」

→ だからこそ、不況が悪化する。

ex) 90年代以降の日本。「デフレ」：価格や賃金が下がって不況悪化

新しいケインズ理論によるデフレ不況の説明

　デフレ→将来もっと物価が下がると予想

　　　　　　→下がってから買った方が得、借金すると返済が大変

　　　　　　→支出先延ばし、おカネは借りずになるべく貯め込む

　　　　　　→総需要不足→売れ残り・失業　→予想通り物価が下がる

景気対策はこれを逆転させること

　将来物価が上がると予想

　　　　　　→今のうちに買った方が得、借金しても返済が楽になる

　　　　　　→おカネを借りてでも、支出前倒し

　　　　　　→総需要拡大→在庫減・失業減　→予想通り物価が上がる

∴ 人々の将来予想を転換させる政策が必要

III　03年頃からの景気回復の原因

資料3-1　設備が古くなって除却率が高まっていた
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2001年「量的緩和」導入にあたっての日銀の「約束」

「消費者物価指数（全国、除く生鮮食品）の前年比上昇率が安定的にゼロ％以上となるまで継続する」

2003年福井総裁就任後の「約束」明確化

「安定的にゼロ％以上」とは、数ヶ月平均してデフレになっていないこと、政策委員の多くが先行きデフレにならないと予想すること。しかもそれが満たされたとしても、「経済・物価情勢によっては、量的緩和政策を継続することが適当であると判断する場合も考えられる。」

→ 人々の予想に訴える政策

量的緩和政策（福井総裁就任で本格化）

資料3-2　マネタリーベース対前年比伸び率
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→人々は日銀の「本気」を悟る。

資料3-3　人々の予想インフレ率の推移

[image: image3.wmf]
資料3-4　財務省の巨額の円売り介入(03年、04年)に日銀金融緩和で協力
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∴ 実質利子率低下→設備投資増大 ／ 円高抑制→輸出増加

資料3-5　輸出と設備投資に主導された回復
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IV　景気挫折の原因──リーマン来たりて景気崩れたるにあらず

資料3-5では、消費はほとんどのびていない。

資料4-1　小売り販売額も全くのびていない。
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なぜ？

資料4-2　賃金が下がり続けた

[image: image7.wmf]
主因はもちろん、雇用の流動化改革(非正社員化、終身雇用廃止、成果主義等)

消費低迷＋公共事業削減→極めて脆弱な景気拡大

資料4-3　景気拡大の開始年を100とした実質ＧＤＰ

[image: image8.wmf]
設備投資と輸出だけによる脆弱な回復だったのに…

日銀による着実な金融緩和打ち止め策

　　06年3月：量的緩和打ち止め。

　　同年7月：ゼロ金利打ち止め。政策誘導金利0.25パーセントに。

　　07年2月：再利上げ。政策誘導金利0.5パーセントに。
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資料4-4

アメリカの量的緩和解除1936年8月と、日本のゼロ金利解除年2006年7月をゼロ時点に合わせた、日米の株価の推移

　ゼロ時点から約10ヶ月後にともに株価が下落している。

資料4-5　急激なマネタリーベース縮小
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この結果

資料4-6　人々のインフレ予想の低落
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資料4-7　インフレ率の推移　　デフレは脱却していなかった
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資料4-8　インフレが騒がれた07年08年も、

[image: image12.wmf]
日銀の「約束違反」

逆「時間非整合性」？

　「時間非整合性」：高インフレ国の中央銀行が、ゼロインフレ目標を掲げることで人々のインフレ予想をゼロにまで抑えることに成功したら、景気の悪化を恐れて実際にはプラスインフレでもインフレ抑制をやめてしまう。すると、以後人々は中央銀行の約束を信じなくなって、インフレ予想を抑えられなくなる。

予想インフレ率下落→実質利子率上昇→設備投資低迷(資料3-5)→総需要低迷

資料4-9　経常利益08年1-3月期は下落
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リーマンショック直前段階
資料4-10　輸出が独力で景気を支えていた

[image: image14.wmf]
ここでリーマンショック→急激な円高→輸出下落→日本経済奈落の底へ

V　リーマンショック(08年9月15日)後の政策対応

麻生政権円高放置

・麻生総理「円高は健全さの証拠でプラスの面もある」「円高で株が下がるのは昔の話」

・与謝野大臣「日本にももちろん影響はあるが、ハチが刺した程度。これで日本の金融機関が傷むことは絶対にない。」

日銀の緩和消極姿勢

・10月8日世界10中央銀行同時利下げ ／ 日銀加わらず。白川総裁「次第に緩やかな成長経路に復していく」→円高進行
・10月末政策金利0.2パーセント利下げ。

・12月16日アメリカゼロ金利→円高進行→政策金利0.1パーセントに

資料5-1　金融緩和の規模で明暗が分かれた

[image: image15.wmf]
民主党政権の総需要抑制姿勢

・「仕分け」で政府支出抑制

・消費税増税路線

・震災復興財源のために臨時増税

・円高抑制に消極的

日銀、金融緩和消極姿勢続く

資料5-2　日銀のバランスシート。震災で一時拡大するが、すぐもとに戻す。

[image: image16.wmf]
真島崇行さんのブログ「観の目強く」よりhttp://tacmasi.blogspot.com/2011/11/bs20111120.html


デフレの持続

　資料5-3→

http://ngtn.blogspot.com/2011/11/201110_27.html

円高の進行

資料5-4　円・ドル相場と日米金利差

[image: image17.wmf]
大きなトレンドと細かな動きが合っているよう。最小二乗法で回帰すると、自由度修正済み決定係数は0.37、p値は小数点以下17桁の微小値となった。

資料5-5　トレンド除去後の円・ドル相場と日米金利差

[image: image18.wmf]
自由度修正済み決定係数0.26、p値は小数点以下10桁の微小値。

∴ 日米の金融緩和の差→日米金利差→アメリカから日本への資金の移動→円買いドル売り→円高

円相場の景気への影響は大
資料5-6　円高になると景気は悪化する

[image: image19.wmf]
∴ 金融緩和に積極的でないと円高を招き、景気を悪化させる効果もある。

VI　とられるべき政策










日銀がマイルドなインフレ目標(2%程度)を立てて、その実現まで積極的な金融緩和を続けることを約束すること
↑

批判：人々(銀行など)がおカネのまま持ってしまう「流動性のわな」でも、金融緩和でインフレが実現できるものなのか？

答：人々のインフレの予想を作ればよい。さしあたり実際のインフレが起こらなくてよい。インフレ予想で需要が高まれば、やがてインフレは実現する。

　「流動性のわな」は、おカネを低い金利で貸したあとで、金利が上がってしまう恐れが原因。金融緩和持続で低い金利が続くと確信されれば、他人におカネを貸すようになる。→財需要にまわり、やがてインフレは実現する。

資料6-1　アメリカでのおカネの発行の伸びとインフレ予想

[image: image20.wmf]
おカネの発行を増やしたら、インフレ予想もただちに増えた。

　「国債の日銀引き受け→無から作った円で政府支出」でも、直接需要増とマイルドなインフレが実現できる。（復興支出はこれでまかなうべきだ）

↑

批判：貨幣の信頼がゆらぎハイパー・インフレになるのでは。

答：ハイパー・インフレは供給能力が破壊されたときに起こる。今の日本は供給能力が有り余っているので大丈夫。

　完全雇用になっても続けたら悪性インフレになる。だからこそインフレ目標を定めて、それを超えたら金融引締めすればよい。

その他の景気対策のアイデア

· 当面２年間消費税停止。２年後今より高い税率で復活。これをあらかじめ決めておく。

· 積極的金融緩和と併用して最低賃金引き上げスケジュール。

· 期首資産価値の何パーセントかを期末に課税。現金は新札発行して、旧札無効にして、交換手数料をとる。

· 50兆円玉を１枚発行して、日銀に両替させて政府の口座に入金し、政府支出に使う。復興支出とか、一人二十万円の給付金とか、介護保険財政とか。

※ このグラフはイメージです。
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